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背景及び趣旨

我が国は国民皆保険のもと世界最長の平均寿命や高い保険医療水準を達成してきた。し

かし、急速な少子高齢化や国民の意識変化などにより大きな環境変化に直面しており、医

療制度を持続可能なものにするために、その構造改革が急務となつている。

このような状況に対応するため、高齢者の医療の確保に関する法律に基づいて、保険者

は被保険者及び被扶養者に対し、精尿病等の生活習慣病に関する健康診査 (特定健康診査)

及びその結果により健康の保持に努める必要がある者に対する保健指導 (特定健康指導)

を実施することとされた。

本3f画は、当健康保険組合の特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に関する基本的な

事項、特定健康診査及び特定保健指導の実施並びにその成果に係る日標に関する基本的事項

について定めるものである。

なお、高齢者の医療の確保に関する法律第 19条 により、5年 ごとに5年 を一期として

特定健康診査等実施計画をさだめることとする。

当健保組合の現状

当健保組合は、日本アイ ビー エムおよびその関連会社である情報処理サービス等を主たる

業とする事業所が加入している単一健保組合である。 平成 19年 10月 現在の事業所数は39

で、被保険者の総数は約32, 400人 、平均年齢は42 7歳 、男性が80%を 占めている。

被扶養者の総数は約37. 000人 で扶奏率 1 14で ある。40歳 以上の特定健康診査等の対

象者数は、平成 20年 度には、被保険者は約20 200人 、被扶養者は約 12 100人 と推

定している。事業所は全国の主要都市に存在するが、被保険者の大部分が東京 ・大阪に集中して

いる。

労働安全法で義務化されている被保険者の定期健康診断については、日本アイ ビー エム健

康支援センターや各事業主が個別に契約を結んだ健診機関で、約96%が 受診しており、日本ア

イ ビー ・エム健康支援センターで健康診断を受診した有見者に対しては、すでに産業医基準に

基づき階層化した対象者に対して、外部委託の保健指導機関が保健指導を実施している。業務の

性格上、勤務時間や食生活が不規則になりがちな被保険者が多数いると推測される。

被扶養者あるいは特例退職/任意継続被保険者である加入者は、当健保組合が保健事業として実

施している家族総合健診、人間 ドック、自己採血郵送健診などを受診している。昨年度の家族総

合健診、人間 ドックの利用件数は2 255人 、1、 645人 であつた。その他、居住地の自治

体が実施している市区町村健診を受診している。



次に平成 19年 度 4月 現在の年齢別男女別全加入者の状況は以下のとおりである。

日本アイ ビー エム健康保険組合加入者状況

年 齢 別 男 女 別アンケー ト回収 (健診 受診 有 無 報 告 )状 況
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平成20年 度から 「特定健診」」「特定保健指導」を実施するにあたり、本年3月に実態を把握

するためにアンケー トを実施した。回答数は1,339件 でその内容は次の図表のとおりである。

`0～
19颯

20～ 29崚

30～ 39は

40～ 40●

50～ 59●

60～ 8嘘

70～ 74■

76● 以上

ｉ
ｔ
¨
χ
“
壼
”

0猛

19%

4%

0ヽ磁

634%

17596

0醐

３

３

５

２

０

”

00%

34%

34%

67%

23%

71 0%

,08%

00%

00%

00%

00%

00%

0幅

0醐

00“

OO●●

00%

00“

，
お
も
”
“
９
∞
　
１

OX

21%

2響κ

50%

30●6

64鍋

170●|

00“

0現

,O ,9饉

"～
29饉

∞ ^eoこ
4  49饉

0～
`0と∞ -0,饉

70 Z颯

7‐ 以上

ネ
颯
綺
一
ま

わ

"



男女 別 健 診 受 診 場 所 状 況
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男女別受診要望事項状況
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次に特定健康診査等実施計画を立てる際に、被保険者 被保険者の健康課題を明確化するため

に 18年 度の健診データ、レセプ トを基に分析した。

次の 2つ の図表のように、全体的に血糖のリスク保有率が、ほぼ全年代層で高く、他の血圧

脂質関連のリスクは、50歳代を境に、脂質関連リスクは若年層、血圧関連リスクは高年層に多い

状況である。義務化前の年齢層 (若年層)に おいて、階層化利用項目以外でのリスク出現が初め

に見られ、LDL“ GPTが 比率として高い。GPTは脂肪肝との関連によつての高値化も考えられる

ため、注意が必要である。

男女別年代男lBMi 25基準値別リスク重複状況く被保険者:男性)



男女 別年代別 BM:25基 準値別 リスク菫複 状 況 (被保険者 :女性 )
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次の回表のように、健診判定コメントでは、「要生活注意」が 2024餞 で一番高く、徐々に悪化

コメントに移行している。50歳代から 「治農中」が一番多くなり、血糖 ・血圧関連のリスク保有

率の上昇と相関が取れている。

年代別健診結果判定状況(BMIと要対応項目:男性)
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次のように、「確定版」の基準により階層化した結果、男女合計の保健指導の対象者は動機付け

支援で50%、積極的支援で29%で あった。

情報提供 動機付1ナ支援 積極|・1支援

男性 78 4 58 34

女性 95 0 03 03

男女合rt 8 1 8 50 29

男 女別 年 代 別 「確 定 版 」階 層 化STEP4(男 性 )
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特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項

1 特定健康診査等の基本的考え方

日本内科学会等内科系8学会が合同でメタポリックシンドロームの疾患概念と診断基準

を示した。これは、内臓脂肪型に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防可能であり、

発症した後でも血糖、血圧をコントロールすることにより重病イヒを予防することが可能

であるという考え方を基本としている。

メタボリックシンドロームの概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積や、体重増加等

が様々な疾患の原因になることをデータで示すことができるため、健診受診者にとって生

活習慣の改善に向けての明確な動機付けができるようになる。

2 特定健康診査等の実施に係る留意事項

今後は、被保険者の健診 保健指導については当健保組合と事業主が連携協力して実施、その

データを管理する。被扶養者あるいは特例退職/任意継続被保険者の健診 ・保健指導については、

当健保組合が主体となつて実施する。

3 事業者等が行う健康診断及び保健指導との関係

被保険者の健診については、人間 ドック受診者を除き事業主が実施する。事業主が実施した場

合に健診費用は事業主が負担し、当健保組合はそのデータを事業主から受領する。事業主は被保

険者に労働安全衛生法に基づく健康指導を実施していく必要があることから、特定保健指導を効

果的 効率的に実施するために、事業主側 (保健指導の責任役割を持つ産業医 産業看護職など

を含む)と は十分協議しながら実施する。

4 特定保健指導の基本的考え方

生活習慣病予備群の保健指導の第一の目的は、生活習慣病に移行させないことである。

そのための保健指導では、対象者自身が健診結果を理解して自らの生活習慣を変えること

ができるように支援することにある。



: 達成日標

1 特定健康診査の実施に係る目標

平成24年 度における被保険者および被扶養者の特定健康診査の実施率を80 896

とする。この目標を達成するために、平成20年 度以降の実施率 (目標)を 以下のよう

に定める。

目標実施率

20年 度 21年 度 22年度 23年 度 24年 度 国の多酌標準

被保険者 96 0 96 0 96 0 96 0

被快姜者 400 47 0 55 0 60 0
＾
０

薇保険者+被 扶姜者 75 0 ,7 3 738
０
０ 77 4ネ

目標実施率

20年 度 21年 度 22年 度 23年 度 24年 度 国の,酌 標準

被保険者 20 0 27 0 35 0 42 0 50 0

被扶養者 100
０
‘ 150 20 0

被保険者+被 扶養者 34 3 489 450

3 特定健康診査等の実施の成果に係る目棟

平成24年 度において、平成20年 度と比較した生活習慣病 (メタボリックシンドローム)の

該当者及び予備群の減少率を10%以 上とする。

*当該掟保は単一健保であり 40歳以上の加入者に占める被扶表者の割合が 0378(025を超えり であることから 特定

健康診査実施事の参酌標準は 特定健康診査等基本指夕|に掲げられた算定式に基づき算定した。算定式に基づくと

0378に 02を 来じて得られた値、00756を 085か ら減して得られる07744(774りが 当該健保の特定健康診査実施率

の参酌標準となる。

2 特定保健指導の実施に係る日標

平成24年 度における被保険者および被扶養者の特定保健指導の実施率48 9%と する。こ

の目線を達成するために、平成20年 度以降の実施率 (目標)を 以下のように定める。

(%)

(%)



n 特定健康診査等の対象者数

1 対象者数

① 特定健康診査

被保険者

被扶養者  (現 状の実施者数は平成18年度家族総合健診と人間ドック
"l用

者数から推

"   (人

)

被保険者+被 扶養者

(人)

(人〉

現状 20年 度 21年 度 22年 度 23年 度 24年 度

40歳 以上対象者 19221 20170 21067 21,720 22.345 22926

目裸実施率〈%) (960) 960 960 960 960 960

目裸実施者数 (10452) 19467 20435 21.180 21,898 22467

現状 20年 度 21年 度 22年 度 23年 度 24年 度

40歳 以上対象者 11.657 12.149 12616 12993 13011 13.655

目楳実施率(%) (305) 400 470 550 030 700

目採実施者数 (3900) 4860 5425 5,977 6650 7457

現状 20年 度 21年 度 22年 度 23年 度 24年 度

40歳 以上対象者 30878 32322 30083 34716 06.650 36485

目標実施率(%) (724) 750
＾
０ 7,3 738 308

目標実施者数 (22052) 24226 25649 27157 28544 29924

② 特定保健指導の対象者数

被保険者 (健診受診者に対する保健指導の対象者を、動機付け支援6%、積極的支援
`と

推0   (人 )

被扶養者 (健診受診者に対する保健指導の対象者を、動機付け支援1%、積極的支援1%と推定) (人 )

現 状 20年 度 21年 度 22年 度 23年 度 24年 度

40～59蔵 健診受診者 14660 15142 15218 15465 15670 15907

動機付け支援対象者 008) 909 910 928 940 954

実施率(%) 20 0 27 0 35 0 42 0 500

実施者数 132 247 325 095 477

積極的支援対象者 (586) 606 609 619 627 ６＾
００^

実施率(%) 20 0 270 35 0 42 0 500

実施者数 121 164 ′^＾
∠ 260 318

保健指導対象者計 (1466) 1514 1.522 1547 1507 1591

実施率(%) 20 0 27 0 35 0 42 0 50 0

実施者数 000 411 541 658 795

現状 20年 度 21年度 22年 度 23年 度 24年 度

40～59歳 健診受診者 2980 3040 2956 2992 3.006 0,010

動機付け支援対象者 (30) 30 00 30 30 30

実施率(%) ll1 0 125 150 175 200

実施者数 0 4 4 5 6



積極的支援対象者 (30) 30 30 00 30 30

実施率〈%) 100 125 150 200

実施者数 3 4 4 5 6

保健指導対象者計 (60) 60 60 60 00 60

実施率〈%) 100
＾
∠ 150 175 200

実施者数 6 8 3 10 12

被保険者+被 扶養者

I 特定健康診査等の実施方法

(1)実施場所

特定健診は、被保険者については、事業主が実施する定期健康診断により行う。被扶養者ある

いは特例退職/任意継続被保険者の健診 ・保健指導については、当健保険組合が疾病予防の保険事

業として実施する家族総合健診、人間 ドックおよび自治体が実施する市区町村健診により行う。

居住地の医師会や市町村との委託契約 (集合契約)を 活用することも想定する。

(2)実 施項目

実施項目は、標準的な健診 ・保健指導プログラム第 2編 第2章 に記載されている健診項目とす

る。

(3)実施時期

実施時期は、通年とする。

(4)委託の有無

ア 特定健診

被扶養者あるいは特例退職/任意継続被保険者の特定健診については、家族総合健診制度として

実施し、健診機関の予約、結果通知、データ保管、支払業務などを現在契約している外部取引先

(人)

現状 20年 度 21年 度 22年 度 20年 度 24年度

40～59歳 健診受診者 17640 13183 18,174 10456 18676 18918

動機付け支援対象者 (909) 939 043 958 970 986

実施率〈%) 197 265 344 412 491

実施者数 185 250 329 400 483

積極的支援対象者 (616) 636 638 649 657 066

実施率(96) 195 263 341 409 486

実施者数 124 168 221 269 324

保健指導対象者計 (1228) ′^ 1581 1607 ０
‘ 1651

実施率(96) 一〇 265 043 411 489

実施者数 009 418 550 669 307



に引き続き委託する。また、集合契約を利用する場合には、代表医療保険者を通じて健診機関の

全国組織と集合契約を結ぶ場合には、代行機関として支払基金などを利用して決済をおこない全

国での受診が可能となるよう措置する。

イ 特定保健指導

被保険者および被扶養者の保健指導について、標準的な健診 ・保健指導プログラム第 3編 第6

章の考え方に基づき外部委託する。また、集合契約を利用する場合には、代表医療保険者を通 じ

て保健指導機関の全国組織と集合契約を結ぶ場合には、代行機関として支払基金などを利用して

決済をおこない全国での利用が可能となるよう措置する。

具体的には、東京の近隣地域の被保険者についてヘルスケア トータルサポー ト (株)に 委託し

て保健指導を行い、東京の近隣地域以外の被保険者については、地域別 ・事業所ЯIで複数の保健

指導機関に委託して保健指導を行うことを想定している。被扶養者あるいは特例退職/任意継続被

保険者については全国訪問健康指導協会に委託して保健指導を行うことを想定している。

今後も引き続き、効率的 ・効果的な保健指導ができるように、当健保組合の要件を満たす委託

先を開拓 ・選定していく。

(5)受診方法

被保険者の健診については、事業主から労働安全衛生法の定期健診として受診要領を案内する。

被扶養者あるいは特例退職/任意継続被保険者の健診については、受診の予約などを委託してい

る外部取引先に利用者が連絡をして受診の手配を依頼する。

集合契約を利用する場合には、当健保組合が、特定健診等対象者の分の受診券 ・利用券を事業

者を通じ対象者に送付する。

被保険者 被保険者の保健指導については、医師の判定により階層化した対象者に対して、委

託先の保健指導機関から受診要領を案内する。

(6)周知 ・案内方法

周知は、当健保組合機関紙等に掲載するとともにホームページに掲載して行う。被扶養者への

案内は被保険者を通じて行う。

(7)健診データの受領方法

健診のデータは、事業主および契約健診機関から代行機関を通じ電子データを随時 (又は月単

位)受 領して、当組合で保管する。また、特定保健指導について外部委託先機関実施分について

も同様に電子データで受領するものとする。なお、保管年数は当保健組合が実施した分も含め、

5年 とする。

(8)特定保健指導対象者の選出の方法

特定保健指導の対象者については、効率の面から対象者が集積している大都市の近隣に居住す

る者から優先して選出し、効果の面からは、40歳 代の者から優先して選出することを原則とす

るが、予算措置が可能であれば該当する全員を対象者とする。また、40歳 未満の者は、特定保

健指導の法定の対象者ではないが、将来対象者になることから、本計画とは別に法定外の措置と

して保健指導対象者とする。



Ⅳ 個人情報の保議

当健保組合は、日本アイ ・ビー エム健康保険組合個人情報保護管理規定を違守する。

当健保組合及び委託された健診 ・保健指導機関は、業務によって知り得た情報を外部に漏

らしてはならない。

当健保組合のデータ管理者は、事務長とする。またデータの利用者は当健保組合職員に限る。

外部委続する場合は、データ利用の範囲 ・利用者等を契約書に明記することとする。

V 特定健康診査等実施計画の公表 ・周知

本計画の周知は、各事業所にバンフレットを送付するとともに、機関誌やホームページに

掲載する。

Ⅵ 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し

当計画については、毎年保険事業推進委員会(仮称)において実施状況を踏まえ、問題点 ・対策

などを検討する。また、平成22年 度に3年間の評価を行い、日標と大きくかけ離れた場合その

他必要がある場合には見直すこととする。

VE その他

当健保組合に所属する職員および事業主の産業看護職等については、特定健診 特定保健指導

等の実践養成のための研修に随時参加させる。


